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食料安全保障を 供給の安定性 価格の安価性 品質の安全性の 面からとらえ その確立に向けての
現状の把握と課題の検討を行った コメ 小麦等主要穀物の需給構造の長期変容パタ ンの特徴を実証分析
するための枠組みとして 自給指向型 輸入依存型 輸出指向型の つの需給構造変容の 段階モデルを作
成し 米国農務省等の統計デ タを利用して 日本を中心に主要食料の需給構造の変容過程と現段階の特徴
をモデルに照らして同定した それにより 例えば 年代以降の日本のコメ需給は 国内需要が国内生産で
賄われる自給指向型の変容過程をとりながらも その現段階は 需給量が一貫して漸減する 成熟段階 に
あることが示唆された また日本では 食料安全保障の確立には食料自給率の向上が不可欠とする考えが一
般的であるのに対し 筆者は 単純な国産比率である 自給率 の意味の 限界 と 上記 側面で見る安
全保障への無関係さと無力さを 小麦の自給化政策の効果や生鮮かぼちゃの 自給率の季節変動 の実証分
析によって明らかにした 結論として 世界の食料安全保障は 世界各国の自由貿易体制下の協調と国際的
な相互協力の結果として保証されるものである以上 日本の食料安全保障もその枠組みの中で 国際協調と
自由貿易による便益を活用しつつ 地球規模的な視野でその確立を図るべきことを提言した
世界食料安全保障 食料問題 食料自給率 農産物貿易 国際協力
需給構造変容モデルを用い これにコメ 小麦 トウモロ
コシ等の主要穀物の需給構造とその変容パタ ンの計測
深い霧の中で開催されたこともあって 主要穀物を中心 デ タを照合することによって 食料安全保障上の課題の
とした食料 その意味では 食糧 の方が適切ともいえる 抽出と その改善のための方策として 資源 環境保全に
が 本稿ではより広い意味での 食料 を使用する 価格 配慮した世界的な適地適作を基本とする農業開発の役割と
の高騰問題を中心とする世界の食料危機へのとりくみ す そのための国際協力の必要性 および 世界貿易機
なわち世界食料安全保障への対応が 年 月に開催さ 関 体制下の食料 農産物貿易の拡大と安定化の重要性を
れた 北海道洞爺湖サミット の主要テ マの つで 国際農業開発学の立場からとりまとめることにある とく
あったことは その後のアメリカのサブプライムロ ン に日本の食料安全保障については 自給率向上主義 もし
低所得者向け住宅金融制度 の破綻問題に端を発した 世 くは国産至上主義に依らない 国際農業協力の推進と農産
界金融危機 の未曾有の影響の陰で 会議そのものの記憶
とともに ほとんど霞んでしまったことは否めない しか 安価食料の安定供給体制確立の必要性について論述する
し 会議の終了とマスコミ的関心の喪失が問題の解決を意
味するわけではない むしろ世界同時不況と経済混乱の下
で 脆弱な食料安全保障の現状は ますます重篤さを増し 世界の食料安全保障に関する上述の世界銀行の定義にし
つつあるとみなければならない たがい 筆者はこれまで要約的に 世界食料安全保障と
世界銀行はかつて 世界食料安全保障 は 安全で安価な食料の安定供給体制を世界的視野で確立
とは すべての人 が いつでも活動的で健康 するしくみ として捉えてきた
な生活を営むために十分な食料にアクセスできることであ 日本政府の公式見解を示す農林水産省のホ ムペ ジ
り それに必要不可欠な要素は 食料そのものが入手可能
であることと それを入手できる経済力などの能力がある には次のように記載されている 以下の文章は 定
ことである と定義した 義ばかりではなく 食料安全保障に関する国の考え方や対
本稿の目標は このような意味での世界の食料安全保障 応策の基本方針等について 本小論に直接関わる重要な内
の確立に向けて 各国の食料需給の現状とその変化の方向 容を含んでいるため 正確に引用しておくこととする
を客観的 体系的に分析するための理論的枠組みとして すなわち 食料は人間の生命の維持に欠くことのでき
ないものです そのため 将来にわたって良質な食料が合
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のです したがって 国民に対して 食料の安定供給を確 国際化やグロ バリゼ ションの進展する今日の世界に
保することは 国の基本的な責務です おいては 世界的な視野に立って食料問題に対処し 安全
食料の多くを輸入に頼っている日本では 国内外の様 保障体制を確立することが何よりも重要である
な要因によって食料供給の混乱が生じる可能性があり 食 国連の専門機関の一つである国連食料農業機関
料の安定供給に対する国民の不安も高まっています しか やアメリカ合衆国農務省 あるいは日本の農林水
し そういった予想できない事態が起こった際にも食料供 産省 は 世界の食料 農業 農村問題に関する
給が影響を受けずに確保できるように準備しておかなくて 多くの有益な資料やデ タをインタ ネット上に広く公開
はなりません している
食料安全保障とは このように予想できない要因によっ 図 は世界の食料問題の現状を鳥瞰するために
て食料の供給が影響を受けるような場合のために 食料供 のホ ムペ ジから引用したもので 世界各国の 年
給を確保するための対策や その機動的な発動のあり方を 度の総人口に占める食料不足人口の割合を地図上に表示し
検討し いざというときのために日ごろから準備をしてお たもので 世界飢餓人口地図 と呼ばれてい
くことです というものである る 地図の右下の表はこの地図情報を補うため 筆者が同
以上のような政府の公式見解や世銀の定義に 筆者のこ ホ ムペ ジから引用した資料から抜粋したものである
れまでの理解内容を照らして再整理してみると 世界食 両者を一瞥すれば 世界人口は決して等しく食料不足に直
料安全保障 は基本的な つの側面をもっていることが確 面し 飢えに苦しんでいるわけではないことがわかる 前
認できる 世紀から続く状況ではあるが サブサハラ アフリカを中
第 面は 長期 短期の需要に見合った食料供給の 安 心とするアフリカ諸国が最も食料不足が蔓延している地域
定性 である として把握される 現状において食料の量的不足の側面で
第 面は 必需の消費財として 消費者の購買力 所得 見た食料問題あるいは食料不安は 地球上に偏在している
水準 に見合った食料価格の 安価性 である とはいえ それらが他の地域や国の食料安全保障に不可分
第 面としては 生命源としての食料の 品質の 安全 に密接していることを再確認しなければならない
性 が上げられる 図 は食料問題の国際横断面比較には有益であるが 問
これらの 面は相互に密接に関連しながらも それぞれ 題の深刻さが時系列的 歴史的にどのように変容してきた
を代替しえない基本的な側面として 食料安全保障を構成 かを知ることができない もっとも は
している 側面それぞれの不適切な状況として発現する の時系列版も提供してくれてはいるが そこで図 を作
のが 食料問題 にほかならない 成した 図 は同じ のデ タを用いたもので 世界
それらはまた 安全管理によって保障すべき 食料危機 の地域別 人 日当たりの摂取カロリ で見た食料消費量
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歴史的流れと地域別の横の比較が同時に可能となってい なわち ある一国のある食料の 国内生産 供給 国
る 図 からは 世界全体では摂取熱量で見た食料消費量 内需要 内需 輸出 外需 および輸入
は この期間にほぼコンスタントに上昇してきてはいる 供給 の 変量の相互関係によって構成される食料需給
が アジアの途上諸国やサブサハラ アフリカ諸国では 構造の経時的変容過程を体系的にとらえることに主眼をお
まだ世界平均のレベルに至っていないこと さらにアフリ いている しかも 自給指向 輸入依存 輸出指向といっ
カ諸国の動向はほぼ横ばいで停滞的であることなどが見て た構造変容形態 長期変容パタ ン の特徴は一定長期の
取れる 食料消費量の急速な拡大がなされたのは 少なく 全段階を通じて維持されることを想定していることも大き
ともアジアの途上諸国であったことも われわれの実感を な違いである
裏付けているであろう ちなみに日本のデ タは後掲の図 つの構造変容図形モデルは 縦軸に任意の単位の変量
に示してある を示す 数量 をおき 横軸に 時間 をとった座標上に
上記の 国内生産 国内需要 輸出 および
輸入 の 変数を に始まる各期ごとにプロットし
食料問題の現状とその改善の方向性を見極め 食料安全 時間の流れに沿った連続的な変化を示す線グラフとしてい
保障を確立するには 単なる食料需給の過不足あるいは不 る
均衡といった静態的な局面ばかりではなく 同時に需給構 各期における需給構造は 変量の上下の位置関係によっ
て形成され それが時間軸に沿って変化する過程を構造変
筆者はこれまで 食料生産 供給源の中心である農業 容過程としてとらえようとするものである 変数相互の
が 工業あるいは製造業とは異なり それが立地する国や 位置関係とそれぞれの変化方向が一定不変である特定期間
地域の自然および社会経済条件の強い影響のもとで ある を 一つの 段階 として区切った 段階モデルとなって
いはそれらを活かしながらも展開する歴史的な発展過程を いる




自給指向型 図 輸入依存型 図 輸出指向型 図 る
のそれぞれ異なる変容パタ ンをもつ つの食料需給構造
変容モデルである 図 に示される各段階の特徴は次の通りである
これらは 赤松要をはじめ その後継者たる小島清 山 自給指向 初期成長段階
澤逸平らの提唱する 産業の雁行形態的発展論 にならい 社会経済発展や人口増加等にともなう食料需要の増大
段階モデルとした が 供給源としての農業を誘発し 自給指向的に成長する
しかし 明治以降の日本の工業化を中心とする産業発展 段階 急増する国内需要が国内生産のみでは賄いきれない
の実証分析から導かれた 工業化的産業発展論 との大き 場合 良好な国際経済関係を保持する開放経済体制の下で
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注 には の関係が成立しているものとする ただし 国内需要 国内生産
輸出 輸入
自給指向型とは 一定長期にわたって または の関係にあるタイプをいう
出所 山澤逸平 国際経済学 東洋経済新報社 年 図 を参考に 年筆者作成 年改訂
自給指向型構造変容過程における国内生産 国内需要比率 の変化
注 国内生産 国内需要比率 は国内需要 を 在庫からの仕向け量 を含む
国内消費量 と仮定すれば 自給率 に相当する
出所 図 に同じ
自給指向 輸入代替段階 輸出需要 が見込まれることになれば 内需への自給を超
農業を初めとする食料生産業が 国内需要の増加に対応 えて生産が拡大される可能性が生まれる 輸出の大きさに
して発展し 前段階において補完的供給源として始まった 相当して生産が押し上げられる状況を 輸出成長段階 と
輸入を代替していく過程 称することとした さらに もし当該食料生産が国際経済
自給指向 輸出成長段階 体系の下で 比較優位 を持つことになれば 後述のよう
増大する国内需要への主要な供給源としての国内農業 な 輸出指向型需給構造変容過程 図 を展開すること
食料産業が 輸入代替をも完遂する形で進展すると 期 もありえよう しかし 生産には自然条件の制約を 消費
に至る 期以降の本段階において もし当該食料に外需 には風土や慣習の影響を それぞれ受けやすい食料の需給
図
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注 は下記出所の は は
は の各 年移動平均値を使用 自給率は で算出






じめとする多くの研究者の 雁行形態的産業発展論 の実 減反政策等による供給調節が長期化して 生産基盤が荒
廃するなどの原因による恒常的な供給不足が起こったり
年の日本のコメ需給の事例のように 不作等による突
初期成長段階 輸入代替段階 輸出成長段階 成熟段階 然の供給不足が発生すると輸入 が必要となり 輸入
逆輸入段階 といった劇的な変容過程を辿ることは希な によって供給不足 食料不足 が補われることがある こ
ことであろう この前提に立って 本小論では この段階 のような場合でも供給の中心は国内生産であることを前提
を含む全段階においても 自給指向型 が継続するものと として 本段階を 補完的輸入段階 とした
想定している そのことを明示するために図 を作成し この段階に当てはまると判断されるのは図 日本にお
た 図 に示される 国内生産 国内需要比率 は ける大豆需給の輸入依存型構造への変容 であろう 図
概念的にも数値デ タ的にも 自給率 に相当するもので には これまで自給指向を基調としてきた日本の大豆需給
あるが 図 に示される全過程の全段階を通じて 自給率 が 年代に入って急速に補完的輸入を増大させ まも
が 以上であり自給指向が貫徹されていることを検証
している 以降 戦略的需給拡大段階
自給指向 輸出成長 を特徴とするこの段階を継続さ 前段階における輸入が国内生産の補完的役割を果たして
せる原動力は主として内需の拡大である いる限りは 図 で示される 自給率 が 以上を維持
成熟段階 して この段階においても 自給指向 が継続される し
前段階の展開を支える内需の拡大が 図 で示される高 かし 供給不足が不測の事態等による一時的なものではな
度経済成長期後の日本のコメ需給のように 小麦などの代 く 構造的で恒常化する場合は 輸入が可能な国際政治経
替関係の強い食料に対する需要増大に直面することによっ 済的条件をもつ国においては 輸入を一国の食料供給源と
て 需給が停滞から減退に至る過程として 成熟段階 を して選択するのが普通である この場合でも 開放経済体
想定している この段階において 需要の減退に対する供 制の下で自由貿易の利益を享受しつつ 自給指向 を維持
給の対応を市場メカニズムに委ねることが困難な場合は するには 国産品への戦略的な内需拡大による国内供給
やはり現在日本のコメ需給のように 減反政策のような強 増 を図ることが必要となる このような戦略に成功する
硬手段が取られることもありうるのが本段階の一つの特徴 場合を想定して 本段階の特徴を 戦略的需給拡大段階
である とした しかし 図 中の本段階にはもう一つの需給構造
この段階にもっとも適合する事例の つは 図 日本 変容の経路が 点線で示される 輸入 と 国
におけるコメ需給構造の自給指向型変容 である 内生産 として想定されている 両者の関係が点線表示の
逆にいえば このモデルの本段階によって 日本のコメ ように推移するとすれば 本段階はもはや 自給指向型
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このモデルは図 として示され その各段階の特徴は次 源として機能し始める さらなる需要の増大にともない
の通りである 輸入品に内包されて導入される新しい生産技術 種子を含
輸入先行 初期成長段階 む が国内生産を誘発する段階
この段階は いわゆる 赤松 山澤モデル の第一段階 輸入依存段階
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注 は下記出所の は は




注 は下記出所の は は
は は の各 年移動平均値を使用
輸入依存型とは 一定長期にわたって の関係にあるタイプをいう
出所 により筆者作成
由しているかのように見えるのは 図 として示される 日
や比較生産費等の国際経済的条件の違いによって国際競争 つは 図 の 日本におけるトウモロコシ需給構造の輸入
力を持たない場合 輸入制限のような保護政策がとられな 依存型変容 グラフである 国内需要がほぼ完全に輸入に
い限り 国内生産が衰退する 一方で需要が引き続き増大 よって賄われ急増する状況が明示されている その国内需
する場合 その供給源が輸入に依存する段階 要の大部分は飼料用消費に向けられたものであることもわ
この段階を含め 第 段階までの変容過程をそのまま経 かる
輸入依存 成長段階
本における小麦需給構造の輸入依存型変容 の実証事例で 需要が引き続き増大する場合 輸入代替的国内生産の再
ある 正に輸入が本格化し始めた 年代のはじめ頃が 成長の可能性も生まれるが 輸入貿易にかかわる諸条件の
この段階に相当しそうである 変化や 食料産業のもつ立地上の特殊性から 一旦衰退し
さらに もっと徹底した輸入依存型の構造変容事例の た国内生産がそれを賄いきれない場合 引き続き輸入が増
図
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ただし 輸出 国内生産 輸入 国内需要






大する 一方 需要内容が国内での最終消費にとどまらず 食料供給源としての農業の開発が 資源 環境保全との
加工品の開発等を通じて外需に向けられることになれば 共生を原則として 国内において輸入代替的に実現可能な
輸入が外需向けの再輸出として顕在化する可能性も生まれ 場合は 国内生産による供給増が輸入依存型の需給構造を
よう ここでの輸出 は それを想定している 自給指向型に転換する契機となるはずである それは本段
輸入依存 成熟段階 階において 国内生産 および輸入 が 点線で示
過不足や不安定供給のような需給の量的 時間的不均衡 される や のような経路をたどることを意味す
が個人にとっても社会全体にとっても重大な事態を引き起 る 両者がそのような経路をとれば 結果として 自給率
こす可能性の高い特殊な消費財として 食料需給量の適正 の向上もありえよう
均衡水準の幅は狭く限られている すなわち 不足する場
合の需要圧が高いのに対し 必要量が充足された後の需要 輸出指向型構造変容過程は図 として示され 変容過
圧は低く 経時的には敏感に反応する この傾向は消費者 程の各段階の特徴は以下の通りである
個人レベルでも社会全体としても容易に想定できることで 輸出指向 初期成長段階
ある このような性向をもつある食料の需要量が 代替財 外需 結果としての輸出に相当 の存在を所与として生
や競争財の出現等によって減少する場合 基本的に輸入に 産が開始される 初期成長段階 生産の目的は外需への供
依存する当該食料の供給量が 国内生産を含め低下傾向を 給にあるが 生産技術体系が未確立 未成熟であるような
とることとなる このような傾向を示す構造変容の一段階 場合 輸出規格外品が発生する これらが質的なものでは
を成熟段階としたものである なく形状的なものである場合 廃棄されることなく国内需
輸入依存 再成長段階 要に向けられよう この段階における内需の発生は事後
成熟段階を経過した後の需給の動きや それによって生 的 消極的なもので生産を誘発する力はないが 生産 経
じる需給構造変容の態様は 他の段階と同様 決して単線
的 単一的なものではない しかし ここでも前段階から 輸出代替成長段階
の継続的な流れと論理的な文脈に沿った一つの典型例とし 高い外需が存在する限り それに誘引され 生産 供給
て 輸入依存を基調としつつも国内生産の再成長を想定す が伸び 輸出も成長する段階である ただし この段階で




以降 戦略的需給拡大段階 輸出指向 需給拡大段階
図
輸出指向型構造変容過程における各段階の特徴
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注 は下記出所の は は
は の各 年移動平均値を使用
輸出指向型とは 一定長期にわたって および の関係にあるタイプをいう
出所 により筆者作成
成長する外需に向けた輸出指向型の生産と供給が拡大す あることから 外需の低下による輸出の減少を直接カバ
る段階 技術成長によって規格外品 事後的に内需向け できるものと期待されるのである しかし もし新しい需
が無視できるほどに減少し 所与の外需に向けた供給が増 要の喚起や供給側における技術革新等が進まず 収穫逓減
大する段階 ただし国内生産が 増大する外需に十分に対 をカバ できなくなると この食料の需給構造 したがっ
対応できないような場合 輸入が 再輸出 の形でその て 供給を担う農業 は消滅に至ることとなる その意味
ギャップを埋める手段として活用されることもあろう こ において 本段階は輸出指向型需給構造変容過程の最終段
のモデルではそのようなケ スを想定して本段階に 輸入 階と見ることができると同時に 同じ特徴をもつ構造変容
を表示している 論理的には 国内生産と輸出が均 の新しいサイクルの初期段階として見ることもできるので
衡する状態で推移すれば輸入の余地がなくなり 輸出を不 ある
変として国内需要が成長すれば その相当分が国内生産を 以降 戦略的需給拡大段階
押し上げることとなる このような段階の特徴を説明する 前段階は このモデルで示される構造変容過程の大きな
実証事例の一つとして掲げたのが 図 の アメリカにお 変換点となる段階である 前段階を 期に始まる新規の
ける小麦需給構造の輸出指向型変容 図である 図にみら 輸出指向型変容過程の第 段階としてとらえた場合 本段
れるように 年代以降のアメリカの小麦需給は本段階 階における構造変容の新展開に求められる原動力は輸出需
から第 段階 輸出需要減退 供給減少段階 の間を推移 要の戦略的拡大である その意味で この段階を 戦略的
しているように見える 需給拡大段階 とした
成熟段階 一方 本段階において 国内需要 や輸出 が
一旦充足された外需に拡大的な変化が起きなければ 国 それぞれ や のような経路をとることとなった場
内生産と輸入からなる供給も停滞的とならざるを得ないで 合 この段階は輸出指向型から 図 に示されたような自





階である ただし 十分な供給能力がありながらも 外需 食料安全保障の基本的な 側面として 安定性
の減退のために供給減少を余儀なくされることとなった場 安価性 安全性が指摘され それぞれの側面における不
合を想定すると その状況の改善に貢献できるのは内需 適切な状態が食料問題として把握されることは上述の通り
の拡大である この段階における内需 は第一 である このような観点から現在日本の食料問題の現状を
第 段階で見られた輸出規格外品に対するリスク負担的な みると いくつかの特徴が指摘できる
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出所 は農林水産省 食料自給表 平成 年度版 平成 年度版により作成
は農水省ホ ムペ ジ により追加作成
消費量は により作成
需給のように 十分な潜在的供給力をもちながらも 減退 る それを敷衍していえば 食料自給率が低下すれば食料
する消費動向に合わせた生産調整 減反 の結果としての 安全保障が高まる ことを意味する 図 を論拠として
減産や 経済発展と産業構造の高度化に伴う農水産業部門 自給率と安全保障の関係を論じるとすれば 一見 両者の
の相対的な地位低下などが顕在化している さらに 食生 動きには負の相関があるかのように見えるが 実は無関係
活 食文化の国際化や 消費者選好の変化等にもとづく輸 である との説明を余儀なくされる自己矛盾に陥るのであ
入食料の増大傾向とその結果としての食料自給率の低下な る 先に述べたように 年代に入っての両者の相関的
どが著しい しかし これらを原因とした主要食料の供給 な動きは 日本の食料需給は 図 の 自給指向型食料需
不足 供給の不安定性 したがって消費の不安定性や所得 給構造変容モデル の第 段階としての 成熟段階 にあ
水準との相対でみた食料価格の高騰等の問題は 一般状況 ると見た方が妥当である
としては 起きていないといえる 図 はこのような状況 価格変動と自給率
の一面を映しているといえよう 食料価格の動向は その一面を図 に見ることができ
とはいえ 農林水産業の衰退化は 多面的機能の喪失と る それはコメ 小麦の生産者価格とコメの卸売価格の最
いう意味でも極めて重大な問題ではあるが 今日の日本に 近 年間の動きを明示する 総括的にいえることは 小麦
とっては それは食料問題というよりは それとは違った 価格はほぼ横ばいであるが コメ価格は一貫して低下した
政策的対応が求められる 農業 農村 環境問題 という ということである この間の物価の上昇を考えれば 実質
べきであろう 価格はもっと下がっているものと見られる 消費者にとっ
安定供給と自給率 て価格低下は望ましいに違いはないが 生産者にとって
図 には 年から 年に至る 日本の 人 日 は もしそれが所得低下につながるのであれば深刻な問題
当たりのエネルギ 単位表示の食料供給量 消費量 およ とならざるを得ない コメ輸入自由化による価格低下から
び自給率を表示した そこには 年頃までの上昇傾向 稲作農家を守り 水田農業の多面的機能を維持するため
と 年代に入っての低下傾向を見せる食料需給量と に 補助金の直接支払制度が企画されるのは致し方のない
一貫して低下傾向にある自給率の実態が示されている ことであろう
このグラフは 後に自給率と食料安全保障との関係を議 図 中の 年と 年の価格高騰はそれぞれ不作
論する際にも使われる有益な情報を含んでいるため 少し によるものである このような価格の変動は コメの場合
く分析を加えておくこととする それは自給率の低下が日 はほぼ という 自給率の高さ に無関係に起きてい
本の食料問題の一つであり 食料安全保障の悪化を示す証 ることに注目すべきである 自給率の高さは不作の防止や
拠であるかのような議論に対し 明確な否定的な根拠を与 価格高騰の予防には無力であるばかりか 年の例
える つまり 食料自給率と食料需給量の両者間には 論 が示すように 一旦高騰した価格を引き下げたのは 自給
理的にも事実的にも何らの関係もないことを明示してい 率の低下につながることを恐れず行われた緊急輸入であっ
る もし 何らかの関係があるというのであれば 図 は たことは歴史の教訓として記憶しておくべきであろう
両者の 負の相関 や 負の因果関係 を示していること 食品安全性と自給率
になる 負の相関とは いうまでもなく 自給率の低下と 食料の品質について多くを述べる能力は筆者にはない
安全保障の向上 には有意な関係があるというものであ ただいえることは 科学的で正確な安全性の評価を 産地
図
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米流通センタ 価格は 財 全国米穀取引 価格形成セ
ンタ 入札結果を基に農水省作成の原資料を 農水省
ホ ムペ ジ より
引用
国民の食事内容の質及び種類とは全く無関係だからである
給率 総合自給率 は 実に である という場合がそう
決定する要因を別個に確認し説明しなければならない と
に又 食糧生産及び消費の関連では 自給の程度いかんは










このように 食料自給率 は その言葉のもつイメ ジ
から 自国の生産者が 国民の目と需要の意向が直接とど
く国内の農場で 自国民の必要とする 美味しく安価で安





いうことである だとすれば 国産は安全で安心 輸入の 国内生産量 国内消費仕向け量 で産出される自給
外国産は不安全で危険 といったロジックは成り立たない 率には そこに使われる分子と分母に何か特別の趣意でも
ことになる にもかかわらず 自給率を高めることは国内 含ませない限り 壊れたテレビのように 何も映し出せな
農業を護ることと信じる立場から 輸入品に対する国産品 いのである
の安全面での優位性を主張しがちである しかしそのよう さらに 実際に計測された自給率には 別の限界がある
な主張は どのように多くの事例を積み重ねても 科学的 ことも 図 を用いて指摘しておかなければならない
根拠をもたない以上 安全性を自給率で保障できないこと それは 生産に季節性のある食料農産物に固有ともいえ
に留意すべきである 自給率は国を護るセコムにはなれな る しかし誰も指摘してこなかった 自給率の季節変動
いのである 問題である 図 には 日本における生鮮かぼちゃの月別
年は 未曾有の金融危機 世界同時不況をはじめ国 輸入量と国内産出荷量の月別デ タがプロットされてい
際社会経済に深刻な問題が多発した年であった 国内にお る それは いわばかぼちゃ市場の季節変動モデルといっ
いても 食料 農業に関して多くの問題が噴出した 産地 てもよい 夏野菜としての国内産かぼちゃの出荷には明確
偽装 賞味期限の改ざん 食品偽造 不当表示 異物の混 な季節性があり したがって外国産の輸入は国産の端境期
入 残留農薬問題 事故米の不正転用 等 である に行われる端境期輸入である といったかぼちゃ市場構造
これらはしかし 外国産に固有の問題として発生 発覚 の季節的周期変動の特徴が明示されている
したわけではなかった むしろ自給率の高い国産主体の商 いま 国内産出荷量 輸入量 総供給量 を分母にお
品について多発した事案ではなかったか このように自給 き 分母内の共通因子である 国内産出荷量 を分子にお
率は安全性のバロメ タ にもなれないのである いて自給率を計算すると 月別自給率 が算出される 図
中で明確な季節変動を見せる 破線 がそれである 一方
食料安全保障の確立にとって なぜ かくも自給率は無 便宜的に月別自給率を単純平均して 年平均自給率とした
力なのか それは自給率という経済指標のもつ機能の 限 のが 図の右目盛りで示される自給率の約 付近にあ
界 に起因しているのである そのことをすでに 年も前 る横線である 実際の算出値は であった
に明確にした文献がある やや長文になることをいとわ われわれは普通 カロリ ベ スであれ 重量ベ スで
ず 一部を原文のまま引用しておきたい あれ ある年の自給率をいう場合 かぼちゃであればこの
すなわち 自給率の値は比率であって 国内消費又は生 という年平均値が使われる 現在日本の供給熱量自
産及び 人当り又は絶対値で示したその他の利用可能な供
給水準については 何ものも示さない 更に つの経済指 である そして この約 という数値が もし欧米先進
標として それは あいまいな解釈を許すこととなる 何 国に比して低いような場合に とくに日本の かぼちゃ安
故なら それ自体では 国内消費を制限したり又は決定し 全保障 が危険な状態にあり したがって自給率を高めな
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注 月別自給率 右目盛り は 月別国内産出荷量 月別総供給量 で算出
出所 農林水産省 野菜生産出荷統計 年 年 および日本関税協会 日本貿易月表





しかしもし このような指摘にしたがい かぼちゃ自給 たい
れに対応すればよいのであろうか 日本のかぼちゃの主産 次の図 を用いて この政策の効果を分析する
地である北海道がそれを引き受けるとした場合の経済的な 前提として 図 の縦軸は一定量の資源 以下 本稿で
困難さは明らかである 一国内の 都道府県といった地域 は土地資源に限定 の最も効率的な投入によって生産され
単位の自給率 を算出することの意義を正当に評価できる るコメの 国内生産量と輸入量からなる総供給量およびそ
わけではないが 夏秋の北海道のかぼちゃ自給率は少なく れと均衡した総需要 消費量を示す 横軸は同様に 一定
とも であるに違いない 反面 冬場のそれは で 量の土地資源の最も効率的な投入によって生産される小麦
あろう 土地利用型の路地野菜である かぼちゃを冬の北 の国内生産量と輸入量からなる総供給量およびそれと均衡
した総需要 消費量を示す また 線はコメ 小麦両
それでも自給率を上げるために 比較生産費差の大きさ 食料の国内生産と輸入によるもっとも効率的で最大可能な
を無視して冬期の北海道で生産を強行すれば 高級メロン 生産 供給の組み合わせの点を連ねて得られる供給可能性
以上の高価格なかぼちゃができるはずである 自給率は上 曲線である この曲線の左側の任意の点での生産 供給は
がっても 安価性の原則が失われることは必至である 可能であるが その点では資源利用が非効率的であり 右
図 は 別の表現をすれば 自給率を高めるために か 側での生産 供給は限界を超えることになるため不可能で
つてのように季節に限定された消費にもどるのが望ましい ある いいかえれば 線上のどの点における両食料の
のか 自給率を引き下げることにはなるが国内生産に与え 組み合わせも消費者に与える満足 効用 は最大限で不変
る影響も少なく 国内供給の季節変動を補償し 国内産の であることを示す
価格高騰を防止した上で 安定した相対的安価水準での周 曲線の傾きを 度に描いているのは 資源の単
年消費を享受することを選択するのかの はっきりとした 位投入量で示される両食料の単位当たりの生産費 限界機
選択の答えを提示している 会費用 は同じであること 両食料の消費における消費
このように現在の日本では 低い自給率 は 高い自給 者の選好関係 代替関係 は等しいことを仮定しているた
率の季節を無視し 高い自給率 でも ゼロに近い低い めである つまり 単位の小麦供給増のためには 単位の
コメ供給減が必要であり 単位の小麦消費の減少は 単
唱えているように思えるのである 位のコメ消費の増加によって置き換えられるという関係で
自給率の意味と限界の締めくくりとして 農産物のよう ある そして この代替関係は単純化のため線形であるこ
な 生産に季節性や適地性のある食料の自給率が 単に低 とを仮定している
いことが問題であり 安定 安価供給にとって危険である いま 点において両食料が供給され 消費されてい
ため これを向上させることが一国の食料政策上必要な施 るものと仮定する そこで は小麦の供給量を示
策であるとして開発政策を施行した場合の一つの効果につ すが 現在の日本で供給される小麦の大部分は輸入小麦で
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る そこで いまコメはすべて国内産であると仮定して と輸入及び備蓄とを適切に組み合わせて行われなければな
国内生産のみによる両食料の生産 供給可能性曲線を描く らない 第一章 総則 食料の安定供給の確保 のごと
と から 点を通る 線として描かれることにな くである
る また その基本的施策として 第二節 食料の安定供給
そこで今 輸入小麦 に何らかの不安全性や不 の確保に関する施策 農産物の輸出入に関する措置 第十
安定性を感じ したがって これを輸入代替生産によって 八条 国は 農産物につき 国内生産では需要を満たすこ
自給しようとすると あるいは のコメ とができないものの安定的な輸入を確保するため心要な施
生産を縮小して に相当する の小麦を 策を講ずるとともに 以下 略 というのである
国内生産しなければならなくなる これは すでにすべて 以下 安定供給の確保に対する輸入の役割を これまで
の土地資源が完全に活用されている状態を想定すれば の分析結果も用いて検討する その際 安定供給の確保を
のコメ生産のための土地資源を小麦作に振り向けなけ 図るべき事態を 平時 と 不測時 に分けて考察する
ればならないことを意味する 現在のコメ生産にこれらの
資源が余っていないとすれば 実際は減反等による約 この事態の一例は 年の冷害による不作という不測
万 の遊休地があるといわれるが すなわち 更なるコ 時に コメ不足を補い 安定供給を図ることによってコメ
メの減反である 減反は土地生産性のシフトを考慮しない 危機の勃発を未然に防ぐことができた翌 年のコメの
とすれば直ちに減産となる そこで 消費者がこの時に消 緊急輸入 で説明される 図 のデ タは 年移動平均値
費できるのは 以前と同じ 量の小麦 ただし 全量 のため 年の国内生産の急な落ち込みは余り明瞭ではな
国産ではあるが と わずかに のコメである いが 輸入線の飛び上がりは緊急輸入の結果を十分表示し
これにより 日本全体のコメ 小麦からなる食料需給構 ている この輸入によって当時のコメ自給率は確実に低下
したが コメパニックが起きなかったのは それまでのほ
へと縮小する ここで もし需要量に変化がな ぼ という高い自給率の功績ではなく 自給率の敵
いとすれば 四辺形 分の食料不足が とも見られてきた 輸入 であった 自給率は 当然のこ
発生することを意味する とながら 不測の不足を防げなかったばかりか その対応
しかも このようにして小麦の完全自給が達成されたと 策としてもまったく無力であった しかし当時は 緊急事
しても それが食料安全保障につながるには 長期スパン 態であったからこそ 当然のごとく輸入が可能であっただ
でみても 国内生産には不作や凶作は起こらない という けのこと と楽観視できる根拠はまったくない 良好な国
保証がなければならない さらにいえば 自給化は流通に 際関係を維持していない国が 緊急であろうが 危機であ




これまで見たように 食料安全保障の 側面である 食 多くを輸入に依存する いわゆる 輸入依存型の需給構造
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等の安定供給に果たしている 平時の輸入の役割は重厚で 少させるが 消費者には消費拡大能力を与えることで貢献
ある する
自由貿易による輸入から国内農業を保護するために高率
これは図 で見た かぼちゃ輸入の事例で完全に説明 関税を賦課すると 消費者のメリットは減少するが 生産
できる デ タとして示す余裕はなかったが 年頃か 者余剰が増加し 政府の関税収入が増加する 一方 どこ
ら急速成長したニュ ジ ランド メキシコなどからの生 にも帰属しないメリット つまり社会的損失が発生する
鮮かぼちゃの輸入は 基本的には国内産と競合しない端境 生産者と消費者がどの価格水準で折り合いをつけるの




につながるとすれば 事後的にではなく意図して輸入の安 輸入食料にせよ 国産にせよ 食の安全を護るのは優れ
定化を図ることが大切である たトレ サビリティや畑につけた監視カメラではあるま
例えば 輸入の長期計画 長期契約 多角契約の促進 い 結局は当事者の危機管理意識や責任感に待つことにな
あるいはアルゼンチンやパラグアイの日系移住者からの大 ろう 年は 輸入は危険 国産は安全 輸入は不正





安定供給に種 貢献する輸入ではあても 国内農業にも 際協力を推進することも唱われている
様 な影響を及ぼすことは必至である すなわち 国際協力の推進 第二十条 国は 世界の
現代の日本農業は 国民の食料供給産業としての役割は 食料需給の将来にわたる安定に資するため 開発途上地域
における農業及び農村の振興に関する技術協力及び資金協
力 これらの地域に対する食料援助その他の国際協力の推
てよい しかし 農業には食料生産 供給産業としての経 進に努めるものとする との条文である
済的な役割の他に 多面的機能 をもつことが知られて ところで このようないわば国際農業協力がどのような
いる これを保全開発することは食料安全保障の確立のた 経緯で援助供与国の日本の食料安定供給の確保につながる
めだけではなく 社会や環境にとっても重要である のであろうか これは条文そのものでは即座に理解がむつ
したがって 急激 大規模な輸入増に対する政府の制限 かしいので 少しく検討してみたい
措置は必要であるが それが恒常化すると 国際競争力が すなわち 国ベ スの国際協力である は何らかの
弱くなる これに留意すれば 輸入を制限する保護貿易で 自国の直接的な便宜や利益のために それを目的として実
はなく 競争力のある農業を育てる根本的な 本来の農業 施するようなものではないことは 大綱 にも明白
開発対策が必要となる しかしこれも抽象的に表現するこ である したがってここで国際協力を推進する意義は日本
とは容易であるが 具体的に実施するには多くの問題を同 の国益としての食料の安定供給のために行う ということ
時に解決していかなければならないという困難に直面す ではないことはあきらかであるが では 安定供給確保の
る ある意味で自給率を上げる以上の難題があろう 例え ため国際協力がどのような経緯で食料の安定供給に資する
ば容易に思いつくことは 生産 供給面でいえば 誰が ことになるのかを考えてみると ここでの国際協力の推進
どこの土地やどのような資金を使って 環境にも優しく国 が 安定供給に寄与するル トは つしかないことが論理
際競争力のある効率的 高収益農業を始めるのかといった 的に確認できる つは 国際協力の推進による良好な国
課題である それを少数の篤志家や農村生活を志向する新 際関係の維持や新たな醸成の結果 日本の食料供給に不測
規就農者の自助努力に委ねているようでは 集合のメリッ の事態が起きたとき 逆援助として供給安定化のための食
トや規模の経済が働くまでには至らない 公的資金の投入 料援助を受ける可能性が増すかもしれない という 潜在
も不可欠であろう 実際に輸入代替生産を遂行できる生産 的な 期待が現実となる場合である これは潜在的な期待
者に直接支援が集中するような政策的配慮も不可欠であ のみで終わるに越したことはない
る そのような政策の立案 施行に踏み込むに至るまで 第 は 国際協力によって 新たな生産増が実現すれば
は 国民の合意は未形成で 国の意志はまだそのような改 ただでさえ 薄い市場 といわれることの多い食料農産物
革を本気で考えていない段階と見られるであろう の国際市場が厚くなり その結果日本への輸入の可能性が
広がり 輸入を通じて安定供給に寄与することが 潜在的
に期待できる ことである いずれにしても 安定供給へ
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らないが そのル トとは 通りしかないということであ わば食料の単純な国籍比率である 自給率 の意味の 限
る この理解が正しいとすれば 事後的 間接的ではあっ 界 と 上記 側面で見る安全保障への無関係さと無力さ
ても輸入が供給源の一つとして安定供給に寄与することを を 小麦の自給化政策の効果や生鮮かぼちゃの 自給率の
想定しているとの解釈が成り立つ 季節変動 の実証分析によって明らかにした 以上の考察
いま国際協力を出発点として考えた場合 日本の農業開 のむすびとして 世界の食料安全保障は 世界各国の自由
発協力の 一つの結果として 国際社会からの支援や輸入 貿易体制下の協調と国際的な相互協力の結果として保証さ
を通じて 供与国である日本の食料安定供給につながるこ れるものである以上 日本の食料安全保障もその枠組みの
とになれば望ましいことに違いない それを潜在的に期待 中で 国際協調と自由貿易による便益を活用しつつ 地球













として 自給指向型 輸入依存型 輸出指向型の つの需
給構造変容の 段階モデルを作成し 米国農務省 国連食
料農業機関 農林水産省等の統計デ タを利用して 日本
を中心に主要食料の需給構造の変容過程と現段階の特徴を
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TA
: The purpose of this study is to discuss the salient feature of the present situation and
issues of Japan’s and the World’s Food Security, in terms of three principal dimensions : ) stability of
demand & supply of food, ) rationality of food prices and ) safety of food.
As a conceptual framework to undertake the empirical study on the long term changes of food
demand & supply structure, types of -stage ﬁgure models, ) Self-su ciency oriented structural
change model, ) Import dependent structural change model and ) Export oriented structural change
model, were established.
Using internet statistical data provided by U S Department of Agriculture, FAO of UN and MAFF
of Japan, empirical analysis of the structural change of demand & supply relations of major food was
conducted comparing the result of analysis with the models established.
The result of the analysis identiﬁed that the changed pattern of demand & supply of Japanese rice
is just at “The mature stage” in the model, in which both the demand volume and the supply decrease
in parallel trend in the long run.
On the other hand, the author argued that it is inevitably needed to increase self-su ciency ratios
of food to consolidate food security in Japan, because the author does not agree with such opinion,
since the concept of “Food Self-su ciency Ratios” has simple and severe limitations and it is clear
that, in any case, there is no relationship between the ratios of food self-su ciency and the degree of
Food Security.
In conclusion, it is proposed from the global view point that we should promote international free
trade and economic cooperation more in order to develop agriculture and food supply especially in the




Japan’s and the World’s Food Security
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